
- 44 - 

イ 医療法で定める５事業  

① 救急医療 

【図 2-3-13】 救急医療の医療体制（イメージ） 

 

     

急な病気やけがの際、大至急、適切な医療を提供することが求められます。そのた

めには、迅速に救急搬送できる体制と傷病者の状態に応じた救急医療体制が整って

いなければなりません。 

滋賀県の救急医療体制は、次の４つです。 

    （ア）病院前救護体制 

医療機関への搬送までに救急現場に居合わせた人がＡＥＤ＊等を使用して行う

心肺蘇生や、救急救命士が救急救命措置を行うもので、消防の救急隊がその役

割を担っています。 

県内の救急搬送は年々増加傾向にあり、その中でも急病による出場件数が増

加しています。平成２８年度（２０１６年度）の急病による搬送人数は、３６，９１９人

（うち本市内は１０，５８５人）で、救急搬送人数全体の約６５％に該当します。 

本市における救急隊は、北部・中部・南部・東部の地域ごとに配置された消防署

を拠点に、１０台の救急自動車を保有し、専任隊員数は８０人（うち救急救命士６４

人）で組織されています。平成２９年度（２０１７年度）における救急出動から医療機

関に収容するまでに要した平均時間は約３５分、現場への平均到着所要時間は

約９分となっています。 

救急救命士は、搬送途上で緊急の必要がある場合、医師の指示・指導・助言

（無線等を使用）のもとで一定の医療行為を行うことができます。このような救急医

療の質を高めるための消防と医療機関との連携は、メディカルコントロール体制＊
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と呼ばれています。 

滋賀県では、滋賀県メディカルコントロール協議会を設置し、救急救命士の充足

と技術水準の向上が図れるようにすることや医療機関と消防の連携体制が充実す

るよう協議を行っています。 

また、地域メディカルコントロール協議会として、本市では、救急告示病院、大津

市医師会、滋賀県防災危機管理局、保健所及び消防局で構成する大津市メディ

カルコントロール協議会を設置して、連携体制の充実を図るための協議を行ってい

ます。 

【図 2-3-14】 救急出場件数の推移（滋賀県内） 

 
出典 消防年報（滋賀県内の消防本部(局)） 

【表 2-3-15】 年次救急搬送件数等（大津市内） 

 出動件数 

 

（件） 

搬送件数 

 

（件） 

搬送人員 

 

（人） 

１ 日 あ た り

の出動件数 

（件） 

現場到達平

均所要時間 

医療機関到

着平均所要

時間 

平成２５年 

（２０１３年） 
15,983  14,568  14,759  43.8  7 分 51 秒 31 分 45 秒 

平成２６年 

（２０１４年） 
15,948  14,611  14,802  43.7  8 分 13 秒 32 分 15 秒 

平成２７年 

（２０１５年） 
16,326  14,932  15,099  44.7  8 分 11 秒 32 分 54 秒 

平成２８年 

（２０１６年） 
16,623  15,236  15,381  45.4  8 分 27 秒 33 分 45 秒 

平成２９年 

（２０１７年） 
17,267  15,859  16,005  47.3  8 分 43 秒 34 分 50 秒 

出典 大津市消防年報（平成 30 年度（２０１８年度）） 
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    （イ）初期救急医療体制 

初期救急医療体制は、地域の開業医師が当番制で休日や夜間に自院で診療を

行う在宅医当番制と、休日及び休日の夜間に比較的軽症の救急患者を受け入れ

ている休日急患診療所があります。 

本市では、二次救急医療機関である６つの救急告示病院（市立大津市民病院、

大津赤十字病院、大津赤十字志賀病院、滋賀医科大学医学部附属病院、地域医

療機能推進機構滋賀病院、琵琶湖大橋病院）が主に受け入れています。また、歯

科については、大津市歯科医師会が在宅当番医制で休日の受入体制を確保してい

ます。 

    （ウ）二次救急医療体制 

二次救急医療は、緊急手術や入院治療の必要な患者に対応する医療であり、滋

賀県では３１の救急告示病院が担っています。 

本市では、１５病院のうち６病院が救急告示病院として初期救急医療を兼ねた医

療体制をとっています。 

特に、２４時間３６５日体制での救急医療を確保するため、市立大津市民病院、

大津赤十字病院、滋賀医科大学医学部附属病院、地域医療機能推進機構滋賀病

院、琵琶湖大橋病院の５病院による病院群輪番制＊による体制をとっています。 

 （エ）三次救急医療体制 

三次救急医療は、二次救急医療機関で対応できない重篤な救急患者(脳卒中、

急性心筋梗塞や重症外傷等、複数の診療科にわたる治療等を要する患者)を２４時

間３６５日体制で対応する医療のことで、滋賀県では４か所の救命救急センター＊で

担っています。 

救命救急センターは、滋賀県南東部に所在することから、県内において三次救急

医療の提供に差が生じていましたが、平成２７年（２０１５年）にドクターヘリの運行が

開始され、滋賀県全域で３０分以内に救急医療を提供できる体制が整いました。 

本市では、大津赤十字病院の救命救急センターが、三次救急医療体制の一層の

充実強化を図るため、広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特殊疾病患者を受け

入れることができる高度救命救急センターとして指定されています。 

また、滋賀医科大学医学部附属病院では、全科当直体制を敷き、急性大動脈解

離に対する緊急手術に対応する等、急性期医療の拠点病院としての機能を果たし

ています。 

【表 2-3-16】 救命救急センターの状況（大津市内） 

 

出典 平成２８年度（２０１６年度）救急救命センター現状調べ（厚生労働省） 

体制の概要   専用病床数
   左記のうち

専任
名称 兼任
大津赤十字病院 5（専任）
　高度救命救急センター 24（兼任）

従事医師数（人）
指定日

38 4 34 18 昭和57年3月24日

ｵﾝｺｰﾙＣＣＵ等ＩＣＵ

一日あたりの
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② 災害医療 

【図 2-3-17】 災害医療の体系図（イメージ） 

 

 

災害には、地震や暴雨、暴風、土砂崩れなどの自然災害と、鉄道や船舶等の事

故、放射性物質の大量放出、テロ行為などの事故災害があり、発生場所や発生時刻

等によって被災・被害の状況は異なりますが、それらの状況に応じた適切な医療提供

が求められます。 

滋賀県では、「最大多数の人たちに最良の医療を提供する」という災害医療の考え

方に沿って、円滑な医療救護活動を実施することができるよう、滋賀県広域災害時に

おける医療救護活動指針を平成２６年（２０１４年）１０月に策定しています。 

本市においても、大規模災害に備えた大津市地域防災計画の中で、災害時の保

健医療体制については、本市と三師会（大津市医師会、大津市歯科医師会、大津市

薬剤師会）との間でそれぞれ災害時の医療救護活動についての協定を締結し、協力

体制をとっています。 

災害時には、多くの医療機関の機能が低下することが予想されます。そこで、滋賀

県は、災害時に多発する重篤患者の救命医療を行うための高度な診療機能を持ち、

災害派遣医療チーム＊（ＤＭＡＴ（災害発生直後の急性期（概ね４８時間以内）に活動

が開始できる機能を持った医療チーム））等の受入機能や派遣機能を持つ災害拠点

病院＊を各二次保健医療圏に計１０病院を指定しています。本市内では、地域災害

拠点病院として滋賀医科大学医学部附属病院と市立大津市民病院が、災害医療に

関して、滋賀県全体の中心的な役割を果たす基幹災害拠点病院として大津赤十字

病院が指定されており、それぞれ重要な役割を担っています。 
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また、航空搬送拠点臨時医療施設＊（ＳＣＵ）が滋賀県内で３か所設置されており、

その１つが、滋賀医科大学（担当医療機関は滋賀医科大学医学部附属病院）となっ

ています。 

さらに、滋賀県は、東日本大地震における福島第一原子力発電所での事故発生を

受けて、原子力災害に備えるために、原子力災害拠点病院（３病院）の指定と原子力

災害医療協力機関（１４の病院や関係団体）を登録しています（いずれも平成３０年

（２０１８年）４月現在。）。本市内では、原子力災害拠点病院に大津赤十字病院と滋

賀医科大学医学部附属病院が、原子力災害医療協力機関に市立大津市民病院が

登録されています。 

医療提供情報の発信については、広域災害救急医療情報システム＊（ＥＭＩＳ）で、

医療機関の被災状況や患者の受入れ状況などの情報を収集し、関係機関等に提供

するなど、被災地域の医療活動を支援する体制を整備しています。 

このほか、本市では災害時に備え、救護所で必要となる医薬品の保管や滋賀県及

び関係団体等と合同で訓練を実施しています。 

 

③ 周産期医療 

【図 2-3-18】 周産期医療の医療体制（イメージ） 

 

 

周産期医療とは、周産期（妊娠２２週から生後７日未満まで）における妊婦とその

胎児・新生児を対象とした、緊急事態への対応を含んだ産科・小児科双方からの一

貫した総合的な医療のことを言います。 

滋賀県の周産期死亡率に係る平成２４年（２０１２年）から平成２８年（２０１６年）ま

での５年間における平均値は、全国平均値（３．７）よりもやや高い値（３．８）となって
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います。 

滋賀県の周産期医療体制は、正常な妊娠・分娩のときは身近な地域の病院・診療

所・助産所で、ハイリスクの妊婦・新生児のときは２つの地域周産期母子センターと７

つの周産期協力病院＊が連携して二次医療の提供を行い、総合周産期母子医療セ

ンターが三次医療の提供を行っています。 

本市内では、総合周産期母子医療センターとして大津赤十字病院、滋賀医科大学

医学部附属病院が、周産期協力病院として市立大津市民病院がそれぞれの機能を

果たす医療機関として位置付けられています。 

また、出産の安全を守るため、一般産科施設と高次の医療機関（総合周産期母子

医療センター、地域周産期母子医療センター等）が空床情報や適切な医療を提供で

きるよう連携を図っており、情報収集とその発信を担う周産期医療情報センターを大

津赤十字病院内に設置されています。 

これらの周産期医療体制の充実・強化に加え、妊婦の健康管理や産後うつ＊の予

防及び早期発見、早期対応など、関係医療機関と連携して取り組んでいくことが重要

です。 

【図 2-3-19】 滋賀県周産期医療体制 

  

  出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 
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【図 2-3-20】産科医療機関（大津市内、分娩取扱あり）（平成２９年（２０１７年）８月現在） 

  

※１ 院内助産所あり ※２ 助産師外来あり 

出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 

 

④ 小児医療 

【図 2-3-21】 小児医療の医療体制（イメージ） 

 

 

小児医療の現状として、１日あたりの全国の小児（０歳から１４歳まで）患者数は入

院約２．９万人、外来約７９万人（厚生労働省２０１１年患者実態調査）で、入院につい

ては、「周産期に発生した病態」、「呼吸器系の疾患」、「先天奇形、変形及び染色体

異常」が多く、外来については、呼吸器系の疾患が最も多くなっています。 

生活様式の変化や家族環境の変化に伴う育児不安の増大など、小児人口の減少

にかかわらず、小児医療、特に小児救急医療の需要は増大しているのが現状です。 

滋賀県内の小児人口は、平成２４年（２０１２年）１０月の２１０，１１３人から平成２８  

年（２０１６年）１０月の２０１，５１８人に８，５９５人減少しています。しかし、痰
たん

の吸引や

区分 医療機関名

大津赤十字病院　※２

滋賀医科大学医学部附属病院　※１　※２

市立大津市民病院　※１　※２

松島産婦人科医院

青木レディースクリニック

桂川レディースクリニック

竹林ウィメンズクリニック

浮田クリニック

助産所 槙田助産院

診療所

病院
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経管栄養などの医療的ケアが必要な子どもは増加しています。 

平成２８年度（２０１６年度）の医療施設調査では、滋賀県内で小児科を標榜
ひょうぼう

してい

る病院は３０病院、一般診療所では２７９施設となっており、本市では５病院、５８施設

となっています。また、平成２６年度（２０１４年度）において、０～１４歳人口１０万人当

たりの小児科医師数は、全国平均１０３．２人、滋賀県１１０．６人に対し、本市は １６

３．９人と二次医療圏域の中でも最も多くなっています。 

小児専門医療を担う機関として、県立小児保健医療センターは難治・慢性疾患（神

経疾患・先天性整形外科疾患・アレルギー疾患等）の診療を担い、国立病院機構紫

香楽病院やびわこ学園医療福祉センター草津・野洲では、重症心身障害児に対する

医療を行っています。 

    （ア）小児医療提供体制 

滋賀県内の初期救急医療体制は、かかりつけ医、在宅当番医制や休日急患診

療所による一般的な体制で対応しており、二次医療救急体制は、病院群輪番制や

共同利用型病院方式＊により実施しています。三次救急医療体制は、一般救急と

同様に県内４か所の救命救急センターで対応しています。 

本市では、二次医療提供体制として、大津赤十字病院を拠点病院とした共同利

用型病院方式により大津市医師会と京都大学医学部附属病院の小児科医師によ

る協力体制のもと、夜間（午後６時から翌日午前８時）・休日（午前８時から翌日午

前８時）の小児救急医療体制を確保しています。 

   （イ） 小児救急電話相談事業 

滋賀県では、小児の夜間、休日における急変時の保護者の不安を解消するとと

もに、適切な受診を促すことで、重症化を防ぎ医療機関の負担を軽減化するため、

電話でアドバイスを受けられる小児救急電話相談事業（短縮ダイヤル＃８０００）を

実施しています。また、利用促進のための啓発にも努めています。 

 

⑤ へき地医療 

滋賀県は、へき地医療支援機構を設置し、へき地医療の総合的な診療支援事業

の企画・調整などを行うとともに、へき地医療拠点病院がへき地医療対策にかかる各

種事業を実施しています。このへき地医療拠点病院は、無医地区＊等への巡回診療

の実施、へき地診療所への代診医の派遣、へき地医療従事者の支援・研修など、へ

き地医療を支援するための拠点として長浜市立湖北病院、高島市民病院の２病院が

指定されています。 

へき地診療所は、県内の７市に１４診療所が設置されています。本市では、葛川地

区で大津市国民健康保険葛川診療所を開設し、当該地域における医療の提供を確

保しています。 
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ウ 在宅医療 

【図 2-3-22】 在宅医療体制（イメージ） 

    

医療は、医療機関における入院医療と外来医療、訪問診療などの在宅医療に区分

されます。 

在宅医療とは、寝たきり又はそれに近い身体状態のため通院に支障がある方に対

し、医療従事者が自宅（施設・居住系サービスを含む）を訪問し、継続的に医療行為を

行うものです。 

在宅医療は、外来医療に比べ受けられる医療サービスに限りがあるものの、自宅な

ど住み慣れた環境で生活しながら療養できるというメリットがあります。 
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① 在宅医療の推進に向けた課題整理 

診療所などの医師が在宅医療を推進するためには、「緊急時の入院を受けてくれ

る医療機関の充実」、「訪問看護ステーションの充実」、「医療・介護関係者の多職種

連携」が必要という意見が多く見られます（図 2-3-23）。 

また、介護の現場において医療ニーズの高い方への支援の不安や困りごとについ

ては、約６割の介護支援専門員が、不安や困りごとがあると回答しています。 

その具体的な内容としては、 

・ 本人、家族、支援関係者の意見調整、関係調整 

・ 利用者や家族の不安に対する支援 

・ 在宅医（特に看取り可能な在宅医）がいない        

・ カンファレンスの持ち方、サービス利用の調整 

・ 看取りの必要な方の施設利用の受入れが困難 

などです。 

【図 2-3-23】 在宅医療の推進に必要なこと（複数回答） 

 

出典 平成２４年度（２０１２年度）・平成２９年度（２０１７年度）在宅医療に関する大津市内診療所に対するアンケート 

【図 2-3-24】 介護支援専門員の不安や困りごと 

 

 

 

 

 

 

出典 介護支援専門員アンケート（平成３０年（２０１８年）８月実施）  

 人数（人） 割合（％） 

あり １１４  ５６．７ 

なし ７８  ３８．８ 

無回答 ９  ４．５ 

計 ２０１  １００．０ 
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② 在宅医療を支える医療資源 

本市の在宅医療を支える医療資源について、滋賀県及び滋賀県内の他圏域と比

較すると、本市における在宅医療を支える資源量は平均的又は多い状況ですが、在

宅療養支援歯科診療所＊及び訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算）は少な

い状況です。 

また、本市の訪問診療と訪問看護の特徴については、次のとおりです。 

○ 訪問診療 

実施医療機関及び在宅療養支援診療所＊数は毎年微増していますが、訪問診療

対象者のうち、在宅療養支援診療所が訪問診療を実施している割合は約７割、在

宅療養支援病院＊が実施している割合は約１割となっており、現在の訪問診療は、

在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院の医師が支えています。 

○ 訪問看護 

訪問看護ステーション事業所数は、平成２７年（２０１５年）から増加傾向にありま

す。しかし、常勤換算看護職員数７．５人未満の事業所は増加していますが、７．５

人以上の大規模な事業所数は少ない状況です。 

【表 2-3-25】 滋賀県下における在宅医療資源量 

 
出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 

  

指標名 滋賀県 大津 湖南 甲賀 東近江 湖東 湖北 湖西 備考
訪問診療を実施している病

院数
23 6 4 6 3 1 2 1

（人口10万対） 1.6 1.8 1.2 4.2 1.3 0.6 1.3 2.0
訪問診療を実施している診

療所数
322 92 66 27 47 29 46 15

（人口10万対） 22.8 27.0 19.6 18.8 20.5 18.6 29.2 30.4

在宅療養支援診療所数 137 54 27 6 21 6 15 8
（人口10万対） 9.7 15.8 8.0 4.2 9.2 3.8 9.7 16.4
在宅療養支援病院数 9 3 1 2 1 0 1 1

（人口10万対） 0.6 0.9 0.3 1.4 0.4 0.0 0.6 2.1
在宅療養支援歯科診療所数 69 13 20 5 13 6 5 7
（人口10万対） 4.9 3.8 5.9 3.5 5.7 3.8 3.2 14.4

在宅患者訪問薬剤管理指導
届出施設数

519 122 122 58 81 61 57 18

（人口10万対） 36.7 35.8 35.9 40.2 35.4 39.1 36.8 37.0

訪問看護ステーション数 102 26 23 11 12 9 16 5
（人口10万対） 7.2 7.6 6.8 7.6 5.2 5.8 10.3 10.3
訪問看護ステーション看護

職員数（常勤換算）
607.6 139.8 148.7 69.1 72.3 56.2 90.2 31.3

（人口10万対） 43.0 41.0 43.8 47.9 31.6 36.0 58.3 64.4

平成29年10月

訪問看護ステーション実態調査
（滋賀県看護協会）

平成28年度国保連データ

平成28年度国保連データ

平成29年10月
診療報酬施設基準
平成29年10月

診療報酬施設基準
平成29年10月
診療報酬施設基準

平成29年10月
診療報酬施設基準

平成29年10月

診療報酬施設基準
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88.9% 

84.4% 

11.1% 

9.4% 6.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別養護老人ホーム（9施設） 

グループホーム（32施設） 

施設で看取る 施設で看取らない 決まっていない 

77.8% 

43.8% 

22.2% 

56.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別養護老人ホーム（9施設） 

グループホーム（32施設） 

ある ない 

③ 施設における医療的ケア、看取りへの対応状況 

介護施設における看取り体制と過去 1 年の看取り体験について、調査を実施したと

ころ、特別養護老人ホーム（以下「特養」という。）、グループホームとも８割以上の施

設で看取り体制はあると回答しています（図 2-3-26）。 

実際に看取りを実施しているのは、特養で約８割ありますが、グループホームでは

約４割でした（図 2-3-27）。また、看取りをした特養では、８割以上が看取りに困難さを

感じています。 

看取りのための指針策定の状況については、特養では、看取りの指針は策定され

ているものの内容には均質化が必要な状況です。特に「看取りの判断基準」に関する

ことについては、特養の約５割、グループホームの約３割で策定されていないのが現

状です。 

介護施設における看取り体制ついて、特養では、「職員の共通理解」「介護職員の

知識向上」に関して整備が必要と回答しています。また、グループホームでは、「職員

の共通理解」、「診療体制の充実」、「介護職員の知識向上」、「医療機関と連携強

化」に関して整備が必要と回答しています。 

【図 2-3-26】 施設における看取り体制 

 

 

【図 2-3-27】 過去１年の看取り体験 

 

 

 

 

 

出典 いずれも介護サービス事業者実態等調査（平成２９年（２０１７年）１月実施） 
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【図 2-3-28】 大津市内１５病院における在宅療養を支援する機能 

 
注：ＪＣＨＯ滋賀病院は、地域医療機能推進機構滋賀病院のことです。 

 



- 57 - 

 

 

 

 

 



- 58 - 

エ その他の医療 

① 認知症 

認知症とは、脳細胞の一部が死んでしまったり、働きが悪くなったりしたために、日

常生活に支障が出ている状態のことを言います。加齢によるもの忘れと混同されるこ

とがありますが、加齢によるもの忘れは、体験したことの一部を忘れ、ヒントがあれば

思い出すことができるのに対し、認知症によるもの忘れでは、体験した経験自体を忘

れてしまい、ヒントがあっても思い出すことができないというような特徴があります。 

国の予測では、高齢化に伴い認知症の高齢者人口が、大幅に増加する見込みで

す。２０２５年には認知症の人は約７００万人、高齢者の５人に１人が認知症になると

見込まれています。 

認知症は、加齢とともにリスクが高まり、誰にとっても身近な脳の病気です。日常の

診療や家族への助言においてかかりつけ医が担う役割が大きいため、県において、

かかりつけ医認知症対応力向上研修を実施し、認知症相談医制度を設けています。

平成３０年（２０１８年）３月現在、本市では、９４人が認知症相談医として、３３人が認

知症サポート医＊として認定されています。 

また、認知症疾患における鑑別診断、地域における医療機関等の紹介、行動・心

理症状＊への対応についての相談の受付などを行う専門医療機関として、認知症疾

患医療センター＊が、県内では８か所、本市では琵琶湖病院及び瀬田川病院の２か

所が指定されています。 

認知症は、早期診断・早期対応によって進行を遅らせることができる場合や治療す

ることで改善できる場合もあるため、本市においては、認知症初期集中支援チーム＊

の配置や認知症疾患医療センター、あんしん長寿相談所＊（地域包括支援センター

＊）といった認知症の人を支える医療・介護・地域等の連携強化により、効率的な支

援体制を構築しています。 

さらに、医療保険によるデイケアや、介護保険によるデイサービス、グループホーム

等のさまざまなサービスの充実に努めているところです。 

あわせて、認知症を正しく理解するため、市内各地で認知症サポーター＊養成講座

を開催しています。平成３０年（２０１８年）９月現在、１４７人が認知症キャラバン・メイ

ト＊（認知症サポーター養成講座の講師）として登録されており、認知症サポーター養

成講座を受講した２０，４８８人の市民が認知症の人やその家族を温かく見守る認知

症サポーターとなっています。 
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② 慢性腎臓病 

慢性腎臓病＊（ＣＫＤ）は、原因疾患を問わず慢性に経過する腎臓病を包括するも

ので、脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患のリスクを高めるため、予防、早期発見、

適切な治療や保健指導により重症化を予防することが重要です。患者数は、成人人

口の１２．９％と推計されており、滋賀県内の患者数は約１４万人と推計されていま

す。（平成２３年度（２０１１年度）厚生労働省研究班） 

慢性腎臓病は、自覚症状がないことから、滋賀県では、健診での早期発見の重要

性を関係機関と連携して普及啓発するとともに、予防・早期発見、早期治療、重症化

予防までを切れ目なく支援できるよう、関係機関及び多職種連携による支援体制の

構築を進めています。 

また、滋賀県内の慢性透析患者数は年々増加しており、平成２７年（２０１５年）１２

月末現在で維持透析患者は３，１２２人となっています。新規透析導入原疾患の占め

る割合では、糖尿病性腎症が最も高く、本市では、国民健康保険加入者における透

析患者２４９人のうち糖尿病患者の割合が５７．０％（１４２人）を占めています（平成 

３０年（２０１８年）５月：国保データベースシステム厚生労働省様式３-７）。健診受診に

よる早期発見と、適切な保健指導や治療による重症化予防、併せて、糖尿病など生

活習慣病＊対策と連携した対応が必要です。 

【表 2-3-29】 透析実施機関（大津市内）  

区分 医療機関名 

病院 大津赤十字病院 

 市立大津市民病院 

 地域医療機能推進機構滋賀病院 

 琵琶湖養育院病院 

 琵琶湖大橋病院 

 滋賀医科大学医学部附属病院 

診療所 瀬田クリニック 

 わたなべ湖西クリニック 

      出典 人口透析実施医療機関調査（平成２９年（２０１７年）、滋賀県） 
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③ 難病 

原因不明で治療法が確立されていない難病は、長期の療養を要するだけでなく、

症状の重症化や障害の重度化に伴い、医療費や生活費など経済的な問題を抱え、

難病患者の家族をはじめとする介護者の精神的、身体的な負担増加などの問題も生

じることがあります。 

難病患者に対する良質かつ適切な医療の確保と療養生活の質の向上を図るため

の支援として、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号。

以下「難病法」という。）に基づき、指定難病の患者に対し、医療費の一部助成が行わ

れています。平成３０年（２０１８年）４月１日現在、３３１疾病が難病法に基づく医療費

助成の対象とされ、本市内での対象受給者数は２，６３０人となっています。 

滋賀県では、難病患者が身近な地域で医療を受けられるよう疾患群ごとに重症難

病医療拠点病院及び協力病院を指定し医療提供体制の充実を図るほか、重症難病

患者の一時入院受入体制を整備するなど療養支援体制の充実を図っています。 

本市では、難病患者及びその家族が安定した療養生活を確保し、ＱＯＬ（生活の

質）の向上に資することを目的として、各種相談事業や医療講演会を実施していま

す。また、疾病の特性に応じたより良い支援を行うため、関係機関との連携を図るとと

もに、支援従事者の支援技術向上を目的とした研修会を開催しています。さらには、

災害に備え、難病患者災害時個別支援計画の作成も進めています。 

これからも、難病患者が住み慣れた地域で安心して生活するためには、在宅療養

を支える医療・看護・介護・福祉関係者の相互の連携と資質の向上が必要です。 

【表 2-3-30】 重症難病医療拠点病院及び協力病院（大津市内） 

（平成３０年（２０１８年）４月１日現在） 

       疾病群 

 

 

医療機関名 

血
液 

免
疫 

内
分
泌 

代
謝 

神
経
・
筋 

視
覚 

循
環
器 

呼
吸
器 

消
化
器 

皮
膚
・
結
合
組
織 

骨
・
関
節 

聴
覚
・
耳
鼻
科 

市立大津市民病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

大津赤十字病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

大津赤十字志賀病院 ○ ○     ○  ○  ○  

滋賀医科大学医学部附属病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

地域医療機能推進機構滋賀病院  ○ ○ ○ ○  ◎ ○ ◎  ◎ ○ 

琵琶湖大橋病院     ○  ○  ○  ○  

琵琶湖中央病院     ○        

琵琶湖養育院病院     ○    ○    

山田整形外科病院           ○  

      出典 滋賀県難病医療連携協議会ホームページ            ◎：拠点病院 ○：協力病院  
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④ 感染症 

感染症は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号。以下「感染症法」という。）に定められている疾病で、一類感染症か

ら五類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症に分類され

ています。 

感染症法では、一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等の患者の入院治

療を行うため、第一種感染症指定医療機関、第二種感染症医療機関として都道府

県が医療機関を指定しており、本市においては市立大津市民病院がその役割を担っ

ています。平時より県・市・病院と合同で一類感染症等患者発生時の対応訓練を実

施するなど、連携強化を図っています。 

滋賀県保健医療計画では、感染症の中でも特に結核、ＨＩＶ・エイズ（後天性免疫

不全症候群）、肝炎について、疾病に対する予防、まん延防止、早期発見・治療のた

めの保健医療提供体制の充実を目標として掲げられています。 

結核は、届出のある感染症の中で最も件数が多く、国は結核に関する特定感染症

予防指針において、２０２０年までにり患率（人口１０万人対）を１０．０以下とすること

を目標として示しています。平成２９年（２０１７年）のり患率は、全国１３．３、滋賀県 

１１．８、本市１２．０であり、引き続き１０．０を目指して取り組む必要があります。ま

た、近年結核患者の高齢化（滋賀県内の新登録患者の６割以上が７０歳以上）が顕

著となっていることから、医療機関や介護サービス事業所等、施設での結核対策が重

要となっています。 

ＨＩＶ・エイズについては、近年、エイズを発病して、始めてＨＩＶに感染していることが

分かる事例が増えていることから、ＨＩＶ感染症に関する認識の低下が危惧されてお

り、引き続きＨＩＶの予防及びＨＩＶ感染者の早期発見・早期治療のための取組が重要

です。 

肝炎については、滋賀県全体でＢ型及びＣ型肝炎患者が約２～４万人いると推計

され、本市においては、平成１４年度（２００２年度）から４０歳以上の住民を対象とした

肝炎ウイルス検査で感染者の早期発見と検査陽性者に対する受診勧奨を実施して

います。また、肝炎治療特別促進事業（インターフェロン治療・インターフェロンフリー

治療・核酸アナログ製剤治療に係る医療費の助成）、肝炎重症化予防推進事業に係

る申請受付事務を行なっております。 

また、世界規模での移動や交流の活発化に伴い、これまで日本国内で発生の見ら

れなかった感染症の発生や排除されたと考えられてきた感染症の流行など、感染症

をめぐる状況の変化に対応した対策が必要となっています。患者の発生状況など必

要な情報を速やかに収集し、市民及び関係機関に提供することで、感染症の早期発

見・拡大防止を図るとともに、予防接種や保健指導等による予防対策の強化など、保

健医療体制の充実を図っていくことが必要です。 
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【表 2-3-31】 感染症法の対象となる感染症の定義・類型  

 

 出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 
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【表 2-3-32】 感染症指定医療機関（大津市内） 

種別 圏域 指定医療機関名 
感染症病床数 

現状 計画 

第一種感染症指定医療機関 全県 市立大津市民病院 2 床 2 床 

第二種感染症指定医療機関 大津 市立大津市民病院 6 床 6 床 

      出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 

 

【表 2-3-33】 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関（大津市内） 

医療機関名 
 結核病床数 

現状 計画 

地域医療機能推進機構滋賀病院 37 床 37 床 

      出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 

 

【表 2-3-34】 エイズ医療体制（大津市内） 

種別 圏域 医療機関名 

エイズ治療中核拠点病院 全県 滋賀医科大学医学部附属病院 

エイズ診療拠点病院 大津 大津赤十字病院 

エイズ診療協力病院 大津 地域医療機能推進機構滋賀病院、 

市立大津市民病院、大津赤十字志賀病院 

      出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 

 

【表 2-3-35】 肝疾患診療体制（大津市内） 

種別 圏域 医療機関名 

肝疾患診療連携拠点病院 全県 大津赤十字病院、滋賀医科大学医学部附属病院 

肝疾患専門医療機関 大津 市立大津市民病院、地域医療機能推進機構滋賀病院 

      出典 滋賀県保健医療計画（平成３０年（２０１８年）３月改定） 

 

   ⑤ 薬事保健衛生 

医薬品は、疾病の診断、治療、予防を行うことを目的として使用されるものであり、承

認された効能効果を発揮するためには、医薬品を適正に使用しなければならず、市民に

対して広く普及啓発していく必要があります。 

滋賀県では、患者負担の軽減等の観点から後発医薬品＊の普及促進を図っており、

更にはかかりつけ薬剤師・薬局を持つよう県民に呼びかけを行っています。 

本市では、医薬品の十分な情報提供体制、適正な販売の確保及び医薬品の品質を確

保するために薬局や医薬品販売業者等への立入調査などを行っています。また、毒物劇

物による危害発生防止の観点から、毒物劇物販売業者等への立入調査なども行ってい



- 64 - 

ます。 

近年、全国的に薬物乱用の低年齢化が進んでおり、特に青少年の大麻乱用が増加し

ています。このため、滋賀県では、「滋賀県薬物乱用対策推進本部」を中心にして、関係

機関との連携を図り、普及啓発活動に努めています。 

本市においても、市内小中学校における学年単位又はクラス単位で薬物乱用防止教

室を開催しており、薬物乱用の未然防止対策に取り組んでいます。 

 

⑥ リハビリテーション 

リハビリテーションは、運動機能等の回復に加えて生活機能の向上を目的として、

高齢者や障害のある人などが、家庭や住み慣れた地域での生活を通して社会活動

へ参画できるように、日常生活や社会生活の制限・制約を最小限にするための訓練

や療法のことです。医療・教育・職業・社会リハビリテーションを担うそれぞれの関係

機関が、互いの役割を認識した上で、発症から急性期・回復期・生活期（維持期）そ

れぞれの過程において切れ目なく連携していくことが必要です。身近な地域での一貫

したリハビリテーションが望まれていることから、その実践に必要な、関係者による協

議の場の設置や協働支援を進めていきます。 

病院でのリハビリテーションは、在院日数が短縮される中、急性期や回復期では短

期集中型の対応が求められています。本市では、前述のとおり、急性期病院である大

津赤十字病院及び滋賀医科大学医学部附属病院並びに市立大津市民病院で急性

期リハビリテーションが行われているほか、回復期病床がある病院では回復期リハビ

リテーションが実践されつつあります。 

生活期（維持期）のリハビリテーションは、療養型病床を有する病院や介護老人保

健施設において、日常生活に適した内容が提供されています。 

滋賀県は滋賀県保健医療計画において目指す姿を「県民誰もがあらゆるライフス

テージにおいて、持ちうる能力を活かし、自立して活動、社会参加しながら地域で暮ら

すことができる」とし、地域リハビリテーションの推進を方向性の一つに掲げています。 

こうした中、本市では、生活期（維持期）における在宅療養を支えるため、家庭での

生活や通所施設で行われているリハビリテーションを支援する「地域リハビリテーショ

ン支援体制整備事業」を平成２２年度（２０１０年度）から実施しており、今後もその推

進を図ります。 
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（３） 地域医療構想 

ア 地域医療構想策定の趣旨 

我が国では、２０２５年には、団塊の世代全てが７５歳以上となり、３人に１人が６５歳

以上、５人に１人が７５歳以上となります。今後、高齢化が更に進展すると医療や介護を

必要とする人がますます増加しますが、現在の医療・介護サービスの提供体制のままで

は十分対応できないことが予想されます。 

このため、平成２６年（２０１４年）６月に医療介護総合確保推進法で改正された医療

法の規定により、都道府県には、地域の医療提供体制のあるべき姿を示す地域医療構

想の策定が義務付けられました。 

その目的は、①地域の医療需要（患者数）の将来推計等をデータに基づき明らかにす

ること、②構想区域ごとの各医療機能の必要見込量について検討すること、③地域にふ

さわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を推進すること、④地域で安心して暮ら

せる地域包括ケアシステムを構築することです。 

地域医療構想の策定・推進に当たっては、病床の必要量を推計するだけではなく、地

域の実情に応じた課題抽出や実現に向けた施策を住民も含めた幅広い関係者で検討

することで、各医療機関の自主的な取組や医療機関相互の協議が促進され、地域医療

全体を俯瞰
ふ か ん

して望ましいサービス提供体制を構築していくことが求められています。 

これを受け、本市や医療関係団体等も協力しながら、滋賀県は、平成２８年（２０１６

年）３月に滋賀県地域医療構想を策定しました。 

イ 構想の位置付け 

滋賀県地域医療構想は、医療法第３０条の４の規定に基づき、滋賀県保健医療計画

の一部として策定されています。 

なお、滋賀県地域医療構想における将来の医療需要等については、２０２５年時点の

推計とし、将来に向けての取組を推進することとなっています。 

ウ 構想区域の設定 

地域医療構想における構想区域については、現在の二次保健医療圏域と同様の範

囲としています。このため、本市の構想区域は、大津保健医療圏域（以下「大津圏域」と

いう。）と同じ区域となりました。 

エ 滋賀県地域医療構想策定後の取組 

滋賀県では、地域医療構想策定後、平成２８年度（２０１６年度）から構想区域ごとに、

地域医療構想調整会議（医療法第３０条の１４第１項に規定する協議の場）を設置し、地

域医療構想の実現に向けた協議を行っています。 

大津圏域では、滋賀県と本市が協力し、現状や課題、目指すべき方向性について認

識の共有を図るとともに、医療機能の分化・連携に向けた協議を進めています。 
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【図 2-3-36】 地域医療構想とは 

    

     作成 大津市保健所 
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４ 地域に根ざした保健活動  

地域における保健師の保健活動は、「地域保健法及び同法第４条第１項の規定に基づ

き策定された、地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（平成２７年厚生労働省告

示第１８５号）により実施し、保健師は、地域保健対策の主要な担い手として重要な役割

を果たしてきました。 

また、地域における保健師の保健活動の充実強化に向けた取組については、「地域に

おける保健師の保健活動について」（平成２５年４月１９日付け健発０４１９第１号）等で、

国から次のように要請されています。 

○ 保健師の保健活動の実施に当たっては、訪問指導、健康相談、健康教育、その他の

直接的な保健サービス等の提供、住民の主体的活動の支援、災害時支援、健康危機

管理、関係機関とのネットワークづくり、包括的な保健、医療、福祉、介護等のシステム

の構築等を実施できるような体制を整備すること。その際、保健衛生部門においては、

管内をいくつかの地区に分けて担当保健師を配置し、保健師がその担当地区に責任を

もって活動する地区担当制の推進に努めること。 

 

本市では、本市を７つのブロックに分け、ブロックごとにすこやか相談所を設け、地区担

当保健師を配置し、地域に根ざした保健活動を実施しています。保健師の保健活動にお

いては、今後も市民に対する直接的な保健サービスや福祉サービス等の提供及び総合調

整に重点を置いて活動するとともに、地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価、

総合的な健康施策への積極的な関与に加え、持続可能でかつ地域特性をいかした健康

なまちづくり、災害対策等を分野横断的に推進してまいります。 

【図 2-4-1】 地域に根ざした保健活動 

 

    作成 大津市保健所 
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５ 在宅医療と介護の一体的な推進 

超高齢社会を迎えた今日、本市において、市民が住み慣れた地域で安心した生活がで

きるよう、保健、医療、福祉が一体となって生活を支えていく医療福祉の体制整備は急務

となっている中、高齢化の状況、医療提供体制の状況、在宅ケアの状況、住民の理解と

参加の視点から、本市における医療福祉の現状と課題を明らかにし、医療福祉における

本市が目指す姿などを示すために大津市医療福祉ビジョンを平成２５年（２０１３年）１０月

に策定しました。 

このビジョンでは、本市が目指す医療福祉における１０年後の姿として次のことを提示

し、今日まで大津市医療福祉推進協議会で審議の上、施策を推進してきました。 

○ 健康でいきいきと生活できるまち 

○ 切れ目なく医療福祉サービスを利用できるまち 

○ 住み慣れた地域で安心して最期まで暮らせるまち 

○ 医療福祉を守り育て、地域で支え合えるまち 

 

これらの基本方針については、在宅医療と介護を推進し、地域包括ケアシステムを深

化させる上で重要な取組であることから、本プランに盛り込み、今後も施策を推進していき

ます。 

【図 2-5-1】 在宅医療と介護 

    

出典 厚生労働省資料に大津市医療福祉ビジョンの基本方針を加工  
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６ 保健医療に関する市民意識の現状  

（１） 保健・医療分野に関する意向調査の概要 

本プランを策定するに当たり、保健・医療分野に関する意向について、調査を実施しま

した。調査の概要は、表 2-6-1 のとおりです。 

【表 2-6-1】 保健・医療分野に関する意向調査の概要 

 

 

（２） 調査結果の概要 

① 主観的健康観について（図 2-6-2） 

主観的健康観として、「あなたは現在、健康であると思いますか」という問いに対し、「と

ても健康」、「まあまあ健康」と答えた割合は、４０歳未満が８８．３％、４０歳から６４歳ま

でが８３．３％、６５歳以上が８０．９％でした。 

また、治療中の疾患については、高血圧、筋骨格系の病気、高脂血症、糖尿病の順

に割合が高く、年代別では、６５歳以上の男女とも高血圧の割合が最も高い結果となり

ました。 

治療中の疾患の有無で主観的健康観を比較すると、「疾患がない」と答えた人が「とて

も健康」、「まあまあ健康」と答えた割合は９３．４％であったのに対して、「疾患がある」人

と答えた人は７４．８％で、１８．６ポイントの差がありました。 

疾患別の主観的健康観では、「がん」、「筋骨格系の病気」、「心疾患」、「糖尿病」の

順に主観的健康観が低い結果となりました。 

主観的健康観が高い人と低い人で、日常で気をつけている行動について比較すると、

「食事の摂り方」と「運動をする」の項目で大きな差が見られました。 
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【図 2-6-2】 主観的健康観 
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出典 保健・医療分野に関する意向調査（平成３０年（２０１８年）保健所保健総務課実施） 

 

② かかりつけ医について（図 2-6-3） 

かかりつけ医を決めている人の割合は、４０歳未満で５９．９％、４０から６４歳までで 

７０．７％、６５歳以上で８９．６％であり、年代が高くなるにつれて割合が高くなり、かかり

つけ医を選んだ理由は、年代によって異なる傾向がみられました。 

【図 2-6-3】 かかりつけ医 
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出典 保健・医療分野に関する意向調査（平成３０年（２０１８年）保健所保健総務課実施） 

 

③ 医療機関情報の取得等について（図 2-6-4） 

急な病気やケガのときの医療機関の調べ方については、「家族･知人・友人に聞く」、

「インターネットで調べる」、「かかりつけ医に聞く」の順に割合が高く、年代別にみると、 

４０歳未満は「インターネットで調べる」、６５歳以上は「かかりつけ医に聞く」の割合が最

も高い結果になりました。また、急な病気やケガのときに受診する医療機関を決めていな

い割合は、年代が高くなるにつれて割合が低くなる傾向が見られました。 

【図 2-6-4】 医療機関情報の取得等 

 

出典 保健・医療分野に関する意向調査（平成３０年（２０１８年）保健所保健総務課実施） 
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④ 在宅療養について（図 2-6-5） 

長期的に医療・介護が必要になった場合、希望する生活の場所を「自宅」、「施設」、

「病院」のいずれかを選択した割合は、年代が上がるにつれて増加しました。また、６５歳

以上の方の希望する長期療養及び最期を迎えたい場所の関係では、長期療養の希望

場所にかかわらず最期のときは「自宅」と考える割合が一定数あることがわかりました。 

【図 2-6-5】 在宅療養 

 

 

出典 保健・医療分野に関する意向調査（平成３０年（２０１８年）保健所保健総務課実施） 

 

⑤ 人生の最期に向けた意思表示について（図 2-6-6） 

ご自身の最期について考え、家族などに話をしているかについては、年代が上がるに

つれて「家族や身近な人に話したことがある」割合が高くなりましたが、最も高い割合の 

６５歳以上でも、「家族や身近な人に話したことがある」と「書面に自分の意向を記してい

る」と答えた割合を合計しても約４割であり、過半数以下でした。 
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【図 2-6-6】 人生の最期に向けた意思表示 

 

出典 保健・医療分野に関する意向調査（平成３０年（２０１８年）保健所保健総務課実施） 

 

⑥ 病院機能の認知状況について（図 2-6-7） 

病院機能のうち「急性期機能」や「回復期機能」は相対的に高い認知度でしたが、在

宅医療も担う「在宅療養後方支援機能」の認知度は低い結果となりました。 

【図 2-6-7】 病院機能の認知状況 

 

出典 保健・医療分野に関する意向調査（平成３０年（２０１８年）保健所保健総務課実施） 

 

 

 


